
Japan Advanced Institute of Science and Technology

JAIST Repository
https://dspace.jaist.ac.jp/

Title

海外知識活用によるイノベーション・マネジメント :

日本企業の実態調査(<ホットイシュー> イノベーショ

ンを実現するためのマネジメント (7))

Author(s) 森武, 美穂; 丹羽, 清

Citation 年次学術大会講演要旨集, 21: 863-866

Issue Date 2006-10-21

Type Conference Paper

Text version publisher

URL http://hdl.handle.net/10119/6419

Rights

本著作物は研究・技術計画学会の許可のもとに掲載す

るものです。This material is posted here with

permission of the Japan Society for Science

Policy and Research Management.

Description 一般論文



A によるイノベーション。 マネジメント : 

本 企業の実態調査 

0 森 哉美穂，丹羽 清 ( 東大総合 ) 

工 。 はじめに : 本研究の目的と 位置づけ 

知識がバローバル 化した今日の 市場競争 下 においてほ。 世界中に点在する 知識に対して 効率的に「アク 

セス」 し 、 それらの知識をいかに「吸収」 。 「変換」して、 研究開発能力につなげるかといった 知識活用 

能力の重要性が 増している ( ) 。 しかし。 日本企業の研究開発 

「求心的なイノベーション。 マネジメンⅡを 模索することは " 日本企業にとっ 

㍉ 「求心的なイノベーション」を 実現するためには、 海外 拠点が「海覚知識の 獲 

得 」という役割を 担 うと 同時に、 最終的にほ。 海外発の研究成果を「活用 ぬが 求められる ( 浅川 
ここで 百フ一 ， 「海覚知識の 活用」とは、 「 外 発の研究成果 ( 基礎研究。 技術シーズ ) を事業化。 

発 段階へと応用させるこ㍉と 定義する。 2 の研究において。 英国の自然言語技術 

を日本におけるファックスの 開発へと応用した 事例が。 「活用段階」として 報告されていたことに 準ず 
る 。 

本稿では、 本国中心型 による「遠心的イノベーション コ が得意な日本企業 ( 浅川 

も 、 積極的に海外 進めている企業があ ることに注目し。 そのような企業群は。 どのように 海 

外 知識を活用しょうとしているのか " その運営状況の 実態調査を試みることが 

先行研究において。 漢月Ⅸ ) はそのような「求心的なイノベーション。 マ 

ほ まだ始まったばかりであ ることを指摘した 三で、 「キットワーク 構造戦略」 

力 構築戦略」の 理論的視座から、 グローバルな 知識流動化戦略を 提示した。 議 

に 「技術」に関するものであ ったが。 「マ - ケット」や「プラクテイス む 」 

た 。 本稿でぼ。 「海覚知識」を「基礎研究 活動から得られた 研究成果」 と限定的に定義す 

るところに差異があ る。 の中でも基礎研究㈹ 活動は、 ザイ ヱ ンスレベル め 高い。 先鋭的な研究が 

多い。 そのような基礎研 を 。 国を跨いで移転し。 新しい価値につなげる 議論については、 まだ実証 

研究が少ない 。 本稿で調査対象とした 企業群は 、 特に海外における 基礎研究 ) 活動が積極的に 展開ざれ。 

ているため、 運営実態調査の 把握を実証研究に 対する貢献としたい。 

  調査アプローチ 

本稿の実態調査のアプローチは 次のような手順で 行った。 まず、 訃 海外進出企業総覧 2 

分析 " より。 海外進出拠点展開が 多く見られた「電気。 電子機器業界」と「化学。 医薬品 

界 に選出した。 そして、 それらの業界の 中から 2 カ国以上に海外研究拠点進出をしている 関東近郊の企業 

を巳社 抽出し、 書面で訪問インタビュ 一調査を依頼した。 その後、 7 社に対 
構造化インタビュ - を実施した。 また。 書面による対応のヱ 社を含め、 合計で 
する " インタビュ - の対象となった 海外 0 拠点は、 電気。 電子機器メ - カ一では「コーポレート 

/ 中央研究所管轄」の 海外研究拠点で、 医薬品 " メ @ カーは「探索研究」を 担当する海外研究拠点。 で 
あ った。 

主な質問項目は、 それぞれの海外研究拠点の 運営状況、 海外における 研究活動の研究成果の 活用状況と 
その課題であ る。 
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3 。 インタビュ一調査結果 

拠点を展開して り 、 地域別でほ 

ジア への展開は 

地 に立地してい 

く 、 最先端技術を 研究している 大学教授との 協業も多い。 そのため。 研究環境が評判を 呼び。 優秀な研究 

者の確保が可能となり。 ざらにサイエンスに 対する貢献度の 高い基礎研究が 進む。 という 流 

る 。 そのような研究成果は " 論文。 学会発表。 特許にはっながりやすいが " 。 最終的な事業 

" インタビュ一調査を 行った結果、 点の成果を活用するため 
に 。 各企業、 海外研究拠点の 運営について 今日もさまざまな 試行錯誤 していることが 分かった。 

例えば、 自前組織ではなく。 ベンチャ一企業の 研究組織を買収するこ て 、 あ る程度。 見込みのあ 

る 研究成果を内省化したり、 これまでは レ ケ 月の短期しか 派遣していなかった 国内の 究 員の派遣期間 
長期化したり " 組織の統廃合を 行って拠点を 集約したり。 一旦、 撤退した後に 再設立し 

本調査では、 企業の海外拠点の 研究成果活用の 現状や評価について 質問したところ。 海外発の研究成果 

を活用する「社内連携の 主要なコンタクト 先コによって。 企業の回答を 整理できることが 分かった。 そこ 

で、 インタビュ一内容を 基に。 海外拠点発の 研究成果の活用に 対する枠組みを 下図 i のようにまとめた。 

今回調査した 企業では、 すべての海外研究 点が本杜の研究開発本部管轄化にあ り、 国内の中央研究所や 

D と日常的に相互の 研究情報がメールや 電話、 テ 

ている。 また。 「レビューミーティンバ」 と呼ば 

会議 体 を数 ケ月 おきにオンサイトで 実施している 企業も数多くあ り、 現場の研究者やマネジメント 層 とも 

に 、 出張して直接合 う 形で，海外と 国内の双方向の 交流も行わ ていることも 付記しておく " 
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図 1 : 海外研究成果の 社内連携フロー 

4 。 果の社内連携に 海外研究 " - ふる -" 

海外拠点発の 研究成果 ( 技術シーズ ) の主要コンタクト 先 とは、 具体的に言うと。 上図ヱ に 示したよう 

に (D 直接、 国内の事業部の 研究所が事業化。 製品化のために 引き継ぐ「海覚 
) 」経由 か 、 (2) -- 旦 、 国内の中央研究所。 コ - ポレー 
めの研究を行った 後。 事業部の研究所に 引き継ぐ「 海 

  ( 鈴 直接。 海外の開発拠点が 引き継ぐ「海覚 

8 つの経路に分かれる。 そして、 それぞれの経路ごとに、 海外知識の活用を 促進 

ていることを 次に述べる。 

国内の事業部とやり 取りをして、 事業化。 製品開発へと 

て 説明する。 今回の調査対象企業の 中では、 ニの 「海覚 
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」の経路を辿る 企業が最も多かった。 そして。 数社の企業から 聞か た見解は。 「海覚研究 
完成果は 、 必ずしも事業部が 望んでいる技術に 直結しているとは 限 ないため。 事業化。 製叩 

開発へつなげることが 難しい」という 点だった。 具 的にほ、 研究が行われた 市場と。 事業化をする 市場 
の間の成熟度合い。 競争環境の差 や 、 技術の先端性が 先行しすぎていることによる、 事業化のタイミン 

0 間題などが挙げられる。 そこで。 改善策として、 国内の研究員を 海外研究拠点に 長期派遣して。 相互 

解を深めたり、 事業部のニーズをあ らかじめ海外研究拠点の 研究領域設定の 際に伝えておくなどの 施策が 

試みられている。 浅刀 Ⅸ ) らの先行研究では。 海外拠点の企業内池部門との 対内的 
方がよいとされてきた。 本国からのコントロールを 利かせれば。 海外研究拠点の 先鋭 

る リスクがあ るからであ る。 しかし、 少なくとも今回の 実態調査を行った 企業の中で 

は 。 従来のように「弱い 対内的リンケージ コ を保ったままでほ " 最終 な 海外知識の活用に 

いと判断されており。 自律，陸の見直しが 検討さられているよ う であ る したがって。 「海覚 
点 に対する自律性のコントロールにあ る。 

D が引き取った 後。 事業部の 

経由」についてだが。 電気   

た 。 あ る電気メーカ 一でほ。 上記の「 海 

ようになった 経緯が聞 力 。 れた。 特に。 日々の 

が 英語で書いたドキュメントを 読みこなす 時 

間も割き難いため、 効率性を高めるためにも、 日本の中央研究所が 間に入る利点は 大きい。 一方。 医薬品 
メーカ一では、 海外発の研究成果 は 「探索研究」の 成果と位置づけられており。 医薬品として 製品化する 
ための「最適化研究」を 中央研究所が 担っているため。 必然的に海外の 研究成果を引き 継ぐ経路を辿るこ 
ととなる " この経路のマネジメントのポイント は 、 海外発の研究成果を「高文脈化」することであ る。 こ 

の場合、 浅川㏄ 02) らの先行研究でほ、 「高文脈化」という 能力を「暗黙知を 形式知化すること」 や 
熟知の移転」 と       文脈で議論されているが。 今回の実態調査から 得られた知見でほ、 暗黙 知 という 

以上に、 「事業化。 製品開発という 文脈に置き換える」 という意味が 強い。 そのため。 同じ基礎研究 
) 活動拠点でも。 海外と国内の 組織間では。 形式 知 ( 例 : 海外の研究者が 英語で書いたドキュメ ン 

においても「百文脈化」する 必要，陸が高くなっていた。 

り 取りをする「海覚 経由」だが、 実施されている 
企業は非常に 少なかった。 同じ海外の拠点であ っても、 コ一 に 属する研究拠点と 事業部をこ 

属する開発拠点の 研究所間の連携は。 横車 が 通っていない 場合が多く、 あ まり実施さ ていない。 実施が 
少ない理由の 上っとして、 あ る調査対象企業からは、 「市場別の業績を 見た場合、 国 7 割、 海外 3 割と 

    ぅ 比率であ るため。 事業化する市場の 優先順位が日本国内に 偏りがちだか㍉ という見解も 得られた。 

この経路のマネジメントのポイントは、 本国と海外研究拠点間だけでなく、 全ての海外 拠点 問が網 

羅 的に連携できるような 仕組みを構築することが 必要であ ると考えられる。 

  おわ ， 9  @ こ 

以上、 日本企業の中でも 積極的に海外 漣 拠点展開をしている 企業の「海覚知識活用状況」を 実態調 
査 した結果をまとめた。 そして、 海外発の研究成果 ( 基礎研究。 技術シーズ ) を事業化。 製品開発段階 へ 

応用するには、 巳ね つの経路があ ることと、 ( り主要なコンタクト 先 とに活用に影響を 与える 課 
なることが分かった。 本稿は。 電気。 電子機器と化学。 医薬品業界の 社 のみに対する 限定的な調 

であ るが、 海外知識を「基礎研究⑭     活動から得られた 研究成果」に 限定的に絞ったことで、 
先行研究では 明確化されていなかった 社内連携の枠組みとそれぞれの 課題をあ る程度、 整理できた。 
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一方、 本稿の課題としては、 調査対象企業が 僅少で限定されていることがあ げられ、 今後。 さらにサン 
やした実態調査を 行って精査する 必要があ る。 また。 それぞれの技術獲得戦略要因や 研究成果 

活用課題毎に、 詳細な調査研究を 進めていきたいと 考えている。 そして、 最終的には海外知識を 活用した 

イノベーション。 フレームワークを 確立し、 日本企業に対するグローバル 戦略策定の示唆とした 

し Ⅰ O 

最後に、 本調査に際して、 多忙な中インタビュ 一に応じて下さった 企業の方々に 、 厚く感謝の意を 表す 

る 。 
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